
金融危機対応「行動プラン」（案）
民主党金融対策チームの金融危機対応策は、10月15日の「次の内閣」で正式決定され、以後、国会審議等の機会において公党として的確な対応を行うとともに、関係当局に適切な対応を促しつつ、今日に至っている。
この間、麻生首相は10月30日に緊急経済対策を発表したほか、11月15日の金融サミットに参加して首脳宣言を採択した。
もっとも、緊急経済対策は未だに何ら実行に移されておらず、また国際社会に対して有効かつわが国にとって有益な具体的対応を行うに至っていない。
こうした状況下、民主党金融対策チームでは、国内景気の悪化、企業の深刻な資金繰り不安等に対処すべく、以下の内容を提言するとともに、必要に応じて関係当局の対応を促す。
なお、中小零細企業に加え、大企業や中堅企業の資金繰りも逼迫化していることから、以下では特に企業規模を区別することなく記述している。
１．金融機関対策（流動性不足、信用不足対策）
（１）日本銀行による対応
　改正金融機能強化法による対応に加え、今後、不測の事態に直面した場合には、日本銀行法第38条（信用秩序の維持に資するための業務）に基づく危機対応を促す。

同条の適用に関しては平成11年5月14日に「信用秩序維持のための特融等に関する4原則」（政策委員会決定事項）が日本銀行から公表されている。日本銀行に対しては、今後の不測の事態に対処するための追加的原則の整備、または既存4原則の解釈、運用のあり方を検討することを求める。

また、同条は「金融機関への資金の貸付けその他の信用秩序の維持のために必要と認められる業務」を想定していることから、日本銀行に対しては、企業金融の円滑化等に資する「その他の信用秩序の維持のために必要と認められる業務」の内容について検討することを求める。
　例えば、年末・年度末の企業金融円滑化に資するため、9月中間期に赤字決算となった金融機関を中心に、資本不足に陥っている地域金融機関等に対する日本銀行による出資（公的資金投入）等が想定できるが、その適否の判断については日本銀行の自主的な検討に委ねる。
　日本銀行は過去に企業株式を購入し保有していることから、日本銀行法の本来の目的に鑑み、金融システム安定化のためにかかる対応も検討に値するものと考える。
　なお、日本銀行による企業株式の購入に関して、日本銀行が相対的な優良株から購入を行うことは、投資家の投資対象株式の相対的安全性を低下させることから、適切ではないと思料する。

　日本銀行による企業株式の購入再開の適否の判断については、地域金融機関等への出資対応と同様に、日本銀行の自主的な検討に委ねる。
（２）国内基準行の自己資本比率規制の見直し
　国内基準行の自己資本比率規制は、内外の現下の情勢を鑑みると、これを厳守することの意義と影響について検討を要する。
　年末・年度末及び来年度以降の企業金融円滑化に資するため、国内基準行の自己資本比率規制の運用弾力化等を図ることが必要と考える。
　例えば、①国内基準を下回った金融機関に対する速やかな公的資金投入（改正金融機能強化法等を活用）、②早期是正措置の見直し（措置発動までの猶予期間の延長等）、③時限的な国内基準の引き下げ、④恒久的な国内基準の引き下げ等が考えられるが、具体的な検討は金融庁に委ねる。
　
２．企業対策（信用収縮対策）
（１）信用保証枠拡大の具体化
　信用保証枠の拡大については、民主党の金融危機対応策でも提唱し、その後の政府の緊急経済対策にも盛り込まれた。
　しかし、政府は具体化の動きを示していないことから、信用保証協会による緊急保証枠14兆円の追加を行うことを、政府に対して強く促す。具体的には、当該対応を含む第2次補正予算を現在の臨時国会中に提出することを求める。
　
（２）緊急保証制度の拡充
　第1次補正予算で導入された緊急保証制度については、既存のセーフティネット保証制度との重複利用が認められていない。

緊急保証制度は今回の金融危機に対する政策対応であることから、セーフティネット保証との重複利用だけを根拠にその利用を制限することは適切ではない。

重複利用に関する一定のルールを早急に確立するとともに、重複利用に伴って緊急保証制度の枠（1年半の間に約20兆円の利用を想定）が不足すると思料される場合には、第2次補正予算等で政府が所要の対応を図ることを求める。
また、現在の対象業種は全1269業種のうち618業種にとどまっているが、現下の経済情勢を鑑み、対象を拡充することを求める。
（３）金融機関に対する指導
　上記（１）（２）の信用保証制度の利用に関連して、信用保証を伴う新規融資によって既存融資を返済させる（融資つけかえ）動きが顕現化している。
こうした動きは、金融危機に伴う企業金融への影響を軽減する政策対応効果を相殺するとともに、金融機関の勧奨姿勢・営業姿勢如何によっては、金融機関の優越的地位の濫用に該当する恐れがある。
　また、大手金融機関が海外出資を行う一方で国内増資を企図し、その際に取引先企業へ出資要請を行っている。この際にも、金融機関の優越的地位の濫用に該当する事象が発生する恐れがある。

　農林中金が系統金融機関（信連、農協＜JAバンク＞）に出資要請を行うことについては、系統金融機関に公的資金投入を企図する政策対応効果を相殺するほか、系統金融機関を通じた農林水産業関連事業者や企業への融資を逼迫させる可能性を否定できない。

　現下の金融情勢を鑑み、各種金融機関が取引先企業や系統金融機関に対して、優越的地位の濫用となる行為や政策対応効果を相殺するような行動をとること等がないように、各種金融機関を適切に指導することを政府に求める。

　先に金融庁が行った金融検査マニュアルの見直し（条件変更に伴う査定方針の見直し）は時宜を得た対応であるものの、その内容が地域金融機関や取引先企業等を十分に浸透していない。こうした状況下、来年1―3月において、金融庁が当該内容の周知徹底や上記事項（融資つけかえ、出資強要等の優越的地位の濫用）への対策を中心に業務を行うことを求める。
（４）日本政策金融公庫による危機対応業務
　日本政策金融公庫による金融危機対応業務についても、上記（１）と同様の経過を辿っている。
　当チームの指摘等に対応して、政府内でも検討を進めているとの報道も見受けられるが、引き続き、政府系金融機関等による貸付枠拡大とともに、当該金融危機対応業務の発動を促す。
（５）日本政策投資銀行による企業金融対策

大企業から取引先企業（系列・下請け等）へのファイナンス（営業貸付金や売掛金）、及び商社金融に関連する資金供給を日本政策投資銀行が行うスキームを検討し、実施を促す。
J-REIT等の不動産証券化市場支援のため、適格優良証券やノンリコースローン等を地域金融機関、メガバンク等から購入する証券化商品買い取りファンドのスキームを検討し、実施を促す。
（６）公的金融ヘルプデスクの設置
　信用保証、政府系金融機関融資の申し込み、審査手続きの遅延が深刻化しており、かかる事態の改善対応を図るヘルプデスクの内閣府内への設置を求める。
　申し込み、審査窓口におけるマンパワー不足に対しては、所管省庁及び民間金融機関からの応援も含め、早急に対応策を具体化する。
　とくに、保証協会に審査負担を転嫁する傾向が見受けられるが、金融機関側で審査を行ったうえで保証協会に案件を持ち込むのが本来の手順であることから、保証協会、金融機関に当該対応の徹底を求める。
　これにより、企業が自治体窓口の審査等の遅延により資金繰り倒産に至るリスクを軽減する。
　
３．麻生首相の経済運営、国際協調等のスタンスへの対応
金融危機発生以降の麻生首相の経済運営、国際協調等のスタンスは、いくつかの点において、合理性と政策制約に対する整合性を欠いている。
したがって、以下の観点から経済政策を企画運営することを提言する。
（１）従来型の財政出動よりも消費や雇用に結びつく有効需要創出
　　▼　消費や投資の喚起（財政出動には制約がある）。
　　▼　社会保障充実は消費対策（可処分所得増加）。
　　▼　企業の活動コスト軽減（不合理な規制や法律の改廃）。
（２）ドル「完全」追随ではなく多極化指向の国際通貨政策
　　▼　IMF等による国際支援が及ばない国々への直接支援。
　　▼　円建債の推奨（諸外国への資金支援に活用）。
　　▼　民間金融機関の海外出資のフォローアップ。
（３）緊急的な国内対策は雇用対策と企業の資金繰り支援対策
　　▼　景気底割れと治安悪化の誘因となる雇用情勢悪化に歯止め。
　　▼　金融機関支援は企業の資金繰り支援が目的であることを徹底。
　　▼　政策財源の余力は雇用対策と資金繰り対策に充当する。
以　　上
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